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令和6年度　路面電車の運転速度に関する
調査検討

支出負担行為担当官　千葉　信義
国土交通省大臣官房会計課
東京都千代田区霞が関2-1-3

R7.1.22
（公社）日本交通計画協会
東京都文京区本郷3-23-1

8010005003758

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
本業務は、近年の我が国の路面電車において、道路構造の改築やLRV
の導入など高性能化が進む一方で、路面電車の最高速度は軌道運転規
則（昭和29年4月30日運輸省令第22号）第53条により、毎時40キロメート
ル以下と規定されており、その潜在的に有する交通機関としての機能を
十分に発揮することができず、近年では利用者も漸減傾向にある。
しかし、高齢化の進展や地球環境問題の深刻化など社会経済情勢が変
化する中で、これらに対応する交通機関として路面電車が評価され、路線
を新設し事業化する都市も出てきている。また、路面電車と並走する自動
車等の性能の向上により、その性能の格差の広がりによるものと推測さ
れる直前の進路支障等による接触事故の増加も懸念されるところであり、
互いの交通方法（交通ルール）をあわせることで、接触事故の低減や円滑
な道路運営なども期待できる。
一方、軌道経営者が併用軌道の区間で車両の最高速度の向上を行うた
めには、軌道運転規則の例外の取扱の許可が必要であるが、許可申請
に際し変更しようとする車両の最高速度等が安全上支障の無いことを確
かめる必要があるものの、立証に当たっての知見が乏しい状況にある。こ
れを踏まえ、令和3年度までの調査において「在来鉄道運転速度向上試
験マニュアル・解説」に準じて速度向上に係る施設や路面電車車両につ
いての各項目について検証を実施したところである。
今年度の請負業務においても、一般的な鉄道とは異なり、路面電車は道
路上において道路交通法を満足しながら通行するという状況のもと、車両
（自動車、原動機付自動車、軽車両およびトロリーバスをいう。）と同等の
安全性を確保するための諸条件について、文献調査や既往調査で実施し
た車両の実証走行試験等の結果を基に整理・検証を行い速度向上に係り
確認すべき条件について総合的に検討するものである。
この業務目的及び業務内容を鑑みれば、本請負業務を遂行する者には、
道路交通の規制や交通計画に関する高度な知見があること及び路面電
車における技術及び安全対策に関する高度な知見が求められる。
公益社団法人日本交通計画協会は、道路、鉄道、軌道及びこれらに関連
する交通に関する調査及び研究を実施するとともに、都市計画、交通計
画及び都市施設整備に関する内外の資料収集・研究調査及び学術研究
活動に対する協力・支援等を実施している機関であり、道路交通及び路
面電車の知見が同協会に集約されていることを踏まえると、本調査の実
施が可能なのは国内で唯一、同協会に限られることから、競争性の確保
は極めて困難と判断される。
「参加者の有無を確認する公募手続について（平成18年9月28付）」に基
づき参加者の有無を確認する公募を行った結果、応募者がいないため、
会計法第29条の3第4項により当該法人と随意契約することとしたい。

5,156,187 4,928,000 95.57% - 公社 国認定 1者

令和６年度民族共生象徴空間への誘客推進
委託業務

支出負担行為担当官
国土交通省北海道局長
柿崎　恒美
東京都千代田区霞が関2-1-2

R7.1.29
（公財）アイヌ民族文化財団
北海道札幌市中央区北1条西7丁目

1430005001164

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
　民族共生象徴空間構成施設の管理については、「アイヌの
人々の誇りが尊重される社会を実現するための施策の推進に
関する法律」(平成31年法律第16号。以下「法」という。)第9条
第1項において、「指定法人」に委託するものとされており、この
指定法人については、法第20条第1項の規定により、民族共
生象徴空間構成施設の管理、アイヌ文化の振興等に係る業務
等を適正かつ確実に行うことができると認められるものを、全
国を通じて一に限り、指定することとされているところである。
　そして、国土交通大臣及び文部科学大臣は、指定法人として
令和元年5月24日に公益財団法人アイヌ民族文化財団（以下
「財団」という。）を指定したところであり、今般実施する「令和６
年度民族共生象徴空間への誘客推進委託業務」は、法第9条
第1項の「管理」の一環として行われるものであり、具体的に
は、民族共生象徴空間（ウポポイ）への誘客を通じて地方活性
化を推進するため、①コンテンツ、②施設、③広域連携・アクセ
ス、④情報の質・量、⑤意識・人材、⑥関係者との共創の「６つ
の視点」に体系化し事業を実施するものである。
　したがって、本業務契約の相手方としては、指定法人である
財団しかなく、法の規定により、契約の相手方が一に定められ
ているものとして、会計法（昭和22年法律第35号）第29条の3
第4項に基づき随意契約するものである。

1,016,908,000 1,016,908,000 100.00% - 公財 国認定 1者

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

公益法人の場合

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにその所属

する部局の名称及び所在地
契約を締結した日 契約の相手方の商号又は名称及び住所 法人番号

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円） 落札率
再就職の役員

の数
備考

様式２－４
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地方都市における再開発手法の合理化等に
関する検討業務(第1回変更）

支出負担行為担当官
内田　欽也
国土交通省都市局
東京都千代田区霞が関2-1-3

R7.2.3
共同提案体（構成員）
（公財）街づくり区画整理協会　他2者
東京都千代田区紀尾井町3-32

4010005018652

会計法第29条の3第4項
　予決令第102条の4第3号
本業務では、地方都市等における再開発手法の活用施策の
あり方について課題・実情を把握し、制度・運用上の見直しを
含めた新たな対応方策の検討を行うことを目的としている。
このため、本案件は価格中心による一般競争に馴染まず、配
置予定者の知識や経験、業務の実施方針、特定テーマに対す
る企画提案等を評価し、請負者を選定できる企画競争により
発注することが適切であり、当該手続きを行ったところである。
　企画競争実施のため、令和6年3月8日から令和6年3月27日
までの期間、庁舎内掲示板および調達情報公開システムにて
本調査に関する企画を募集したところ、5者が業務説明書の交
付を求め、1者から企画書の提出があった。提出のあった1者
の企画書の内容について、評価者3名による匿名審査方式で
書類審査を行い、「企画競争実施委員会」に諮った結果、地方
都市における再開発手法の合理化等に関する検討業務共同
提案体の企画提案が優れていることから、同共同提案体が特
定された。
　その内容は、実現性・的確性が高く、本調査を確実に遂行で
きると判断されることから、会計法第29条の3第4項及び予算
決算及び会計令第102条の4第3号に基づき、同共同提案体と
随意契約を行うものである。

14,982,000 14,960,000 99.85% - 公財 国認定 1者

令和６年度２０２７年国際園芸博覧会政府出
展準備に係る業務(第1回変更）

支出負担行為担当官
内田　欽也
国土交通省都市局
東京都千代田区霞が関2-1-3

R7.2.28
（公社）２０２７年国際園芸博覧会協会
神奈川県横浜市中区住吉町１-13

3020005015278

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
本業務は、２０２７年国際園芸博覧会(以下、「本博覧会」)の中
核を構成する開催国政府としての出展（以下、「政府出展」）を
国土交通省及び農林水産省で連携して実施するため、屋外展
示の実施設計の策定及び管理運営・広報・行催事に係る方針
の検討を行うものである。
本件における随意契約理由は、公共調達の適正化について
（平成18年財計第2017号）１(２)①イ(イ）に掲げる「法令の規定
により、契約の相手方が一に定められているもの」に該当す
る。公益社団法人２０２７年国際園芸博覧会協会は「令和九年
に開催される国際園芸博覧会の準備及び運営のために必要
な特別措置に関する法律（以下、「園芸博法」）」第２条第１項
の規定に基づき、本博覧会の準備及び運営、それらに附帯す
る業務を担う実施主体として指定されている。
本業務の履行にあたっては、開催国政府としての出展である
政府出展が、各国及び国内の賓客接遇等を担うことが想定さ
れることから、会場全体の施工及び運営等と調整を図りつつ、
円滑かつ効果的な警備、接遇、運営等を図ることが必要であ
る。そのため、本業務を担うことができる法人は、園芸博法に
基づき、実施主体として指定された公益社団法人２０２７年国
際園芸博覧会協会以外に存在しない。また、過去に国内で開
催された国際博覧会又は開催を予定している国際博覧会のい
ずれにおいても、法律に基づき指定された実施主体に対し、政
府出展に係る業務が委託され、検討が進められている。
以上の理由から、本業務については、公益社団法人２０２７年
国際園芸博覧会協会が唯一の契約相手方であり、会計法第２
９条の３第４項及び予算決算及び会計令第１０２条の４第３号
に基づき、随意契約を行うものである。

154,275,000 154,275,000 100.00% - 公社 国認定 1者

令和6年度　道路管理施設等情報提供シス
テム改良業務
一式

支出負担行為担当官
中部地方整備局長
佐藤　寿延
愛知県名古屋市中区三の丸2-5-1

R7.3.10
（公財）日本道路交通情報センター
東京都千代田区飯田橋1-5-10

2010005004175

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
本業務は、国土交通省道路局にて環境整備の検討を行ってい
る災害対応用アプリケーションに中部地方整備局が保有する
道路管理施設等の情報を追加するものである。業務の実施に
あたっては、運用に支障を与えないよう本システムに精通し、
かつ、関連システムとの連携内容等についても熟知している必
要がある。
このため、本業務の遂行にあたっては、技術的要件等が不可
欠であり、参加者の有無を確認する公募手続きを実施した結
果、他者の参加意思表明がなかったため、本業務に必要な情
報およびその提供技術を有する、左記業者と随意契約を行う
ものである。

8,569,000 8,569,000 100.00% - 公財 国認定 1者
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令和６年度２０２７年国際園芸博覧会政府出
展準備に係る業務(第2回変更）

支出負担行為担当官
内田　欽也
国土交通省都市局
東京都千代田区霞が関2-1-3

R7.3.24
（公社）２０２７年国際園芸博覧会協会
神奈川県横浜市中区住吉町１-13

3020005015278

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号
本業務は、２０２７年国際園芸博覧会(以下、「本博覧会」)の中
核を構成する開催国政府としての出展（以下、「政府出展」）を
国土交通省及び農林水産省で連携して実施するため、屋外展
示の実施設計の策定及び管理運営・広報・行催事に係る方針
の検討を行うものである。
本件における随意契約理由は、公共調達の適正化について
（平成18年財計第2017号）１(２)①イ(イ）に掲げる「法令の規定
により、契約の相手方が一に定められているもの」に該当す
る。公益社団法人２０２７年国際園芸博覧会協会は「令和九年
に開催される国際園芸博覧会の準備及び運営のために必要
な特別措置に関する法律（以下、「園芸博法」）」第２条第１項
の規定に基づき、本博覧会の準備及び運営、それらに附帯す
る業務を担う実施主体として指定されている。
本業務の履行にあたっては、開催国政府としての出展である
政府出展が、各国及び国内の賓客接遇等を担うことが想定さ
れることから、会場全体の施工及び運営等と調整を図りつつ、
円滑かつ効果的な警備、接遇、運営等を図ることが必要であ
る。そのため、本業務を担うことができる法人は、園芸博法に
基づき、実施主体として指定された公益社団法人２０２７年国
際園芸博覧会協会以外に存在しない。また、過去に国内で開
催された国際博覧会又は開催を予定している国際博覧会のい
ずれにおいても、法律に基づき指定された実施主体に対し、政
府出展に係る業務が委託され、検討が進められている。
以上の理由から、本業務については、公益社団法人２０２７年
国際園芸博覧会協会が唯一の契約相手方であり、会計法第２
９条の３第４項及び予算決算及び会計令第１０２条の４第３号
に基づき、随意契約を行うものである。

154,275,000 154,275,000 100.00% - 公社 国認定 1者

通行規制情報処理機能構築業務
一式

支出負担行為担当官
国土地理院長 　山 本  悟 司
茨城県つくば市北郷1

R7.3.25
（公財）日本道路交通情報センター
東京都千代田区飯田橋1-5-10

2010005004175

会計法第２９条の３第４項
　予決令第１０２条の４第３号（企画競争）
本業務は、企画競争を行い特定したため、左記業者と随意契
約を行うものである。

16,346,000 16,346,000 100.00% - 公財 国認定 1者

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。


